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   平成29年度地域少子化対策重点推進事業（平成29年度補正予算）実施計画書（都道府県分）個票

高知県

雇用労働政策課

優良事例の横展開支援

1-(5)　その他、各地域において、結婚、妊娠・出産、乳児期を中心とする子育てに温かい社会づ
くり・機運の醸成に向けた、当事者及びその他の社会のあらゆる構成員の意識や行動の改革をも
たらそうとする取組

高知県ワークライフバランス推進事業

7,323 3,661

（個別事業の内容）
＜これまでの取組・現状＞
　県では「高知県次世代育成支援行動計画～高知家の少子化対策総合プラン～」（平成27年度から31年
度）に基づき“誰もが希望する時期に安心して結婚・妊娠・出産・子育てできる社会”の実現のため、子
育て支援策の充実に取り組んでいる。その取組のひとつに、「ワークライフバランスの推進」を掲げ、男
女が共に働きやすく、子育てしやすい職場環境づくりを推進しており、平成19年からは高知県次世代育成
認証企業制度（現：ワークライフバランス推進企業認証制度　（※１））を設立している。
（※１）
「くるみん認定」「えるぼし認定」等国の認定制度に準ずる形で次世代育成支援などにおける県独自の認
証基準を設定し、基準を満たした企業に対して認証を行うことでワークライフバランスに取り組む企業を
応援する制度。

＜課題＞
　県内企業は、中小企業の中でも小規模な企業が多く、企業からは「労働環境等の改善に単独で取り組む
ことが難しい」「問題意識は持っているが取組方法がわからない」等あと一歩が踏み出せないといった声
もあがっている。また、認証制度の認知度も低いことから、制度の周知や登録促進を行う必要がある。

＜本個票の取組の概要＞
　認証制度の周知や登録促進を行うため、認証制度の要件に関する専門的な知識をもった担当者（アドバ
イザー）が企業を訪問することで、ワークライフバランス推進企業認証制度の効果的な周知を行い、ま
た、認証登録を進めていく。
　なお、登録要件を子育て支援に限らず、介護、女性の活躍など幅広く設定することにより企業認証の裾
野を広げるとともに、訪問企業に対して各企業の取り組みを共有することで、ワークライフバランスの取
組を横展開し、子育て支援に取り組む企業の裾野を広げていく。
　上記取組により、認証制度への登録を通じて、県内全域でワークライフバランスの推進を行い、妊娠・
出産、子育てを応援する企業を増やすことで、本県では子育てや介護があっても働き続けることが出来る
という機運の醸成をはかる。

①個別企業訪問による高知県ワークライフバランス推進企業認証制度への登録支援
【取組内容】
　　高知県下の企業で、働き方改革等のセミナーに参加するなど、｢問題意識を持っている企業｣に
　　対して、アドバイザーが個別訪問を行う。
○企業訪問による｢ワークライフバランス推進企業認証制度｣の説明・広報
　・認証制度の要件についての説明、助言
　・セミナー等の紹介
○高知県ワークライフバランス推進企業認証への登録（更新申請を含む）を目指す企業の、仕事と子育て
等の両立支援に向けた職場環境整備の支援
○子育て支援に関する助成金等の広報
○認証企業の情報・取組内容を高知県庁ホームページに掲載し周知

【次年度以降に向けた事業の方向性】
　平成31年度以降も、ワークライフバランスの取組が進むよう、企業や団体に横展開を図る。

【事業実施に当たっての留意点】
　本事業の実施にあたっては、実施要領記載の留意事項及び結婚の希望を叶える環境整備に向けた参考指
針を踏まえて実施することとする。

・個別事業の重要
業績評価指標(KPI)
及び定量的成果目
標

・認証企業数　300社　（H30年度）
　　※（H29.12月末現在の認証企業数：186社）

・ホームページアクセス数　月平均5,000件以上
　　※（直近2ヶ月（H29.12月、H30.1月）アクセス数平均4,050件）
　　※ホームページ周知のため課で発行している情報チラシへの掲載をあわせて行う

・訪問企業数　300社

・市町村との連
携・役割分担の考
え方及び具体的方
法

市町村からも認証制度・セミナーについて企業・求職者等に広報・周知について協力していただく。

・民間事業者との
連携・役割分担の
考え方及び具体的
方法

・認証企業に自社の取組について、セミナー等での紹介や広報誌掲載の協力を依頼する。

個別事業の内容



（関係部局等）

(配慮すること）

☑③随意契約

（①を除く）

文化生活スポーツ部　県民生活・男女共同参画課

女性の活躍促進等で連携し企業への広報・周知等を行う

☑有（以下の①～③から該当するものを選択してください）　　　　　□無

□①企画提案方式（プロポーザル方式、コンペ方式等）　　　□②競争入札方式

［事業の内容：高知県ワークライフバランス推進事業］

［随契の理由：本事業では、企業を対象に、認証制度の普及・啓発、仕事と子育ての
                    　両立支援 に向けての労働環境整備の支援などの業務を実施するこ
                    　とから、労働関係法令の専門的知識を持った社会保険労務士がアド
                    　バイザーとなることが必要である。高知県社会保険労務士会は、社会
                    　保険労務士の会員で組織しており、実績から判断して当事業を適切・
                    　円滑に実施できる団体である。県内にこのような団体は他にはない。］
　　　　　　　　 ※ホームページ掲載業務は委託対象外

　　該当する取組の有無：□有　（取組名：　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　☑無

  □有の場合の担当部局：

・男女共同参画部
局など関係部局等
との連携・配慮事
項

・委託契約の有無
及び契約方式

・システム等導入
に係る管財部局の
確認


